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１１　参考文献

１　はじめに

２００３年８月、コンビニ業界最大手の「セブン・イレブン・ジャパン」が北海道限定でポイントカードのテスト導入を始めた。その導入の効果次第では、おそらく日本全国に持つ１０，０００以上の店舗へ導入をしていくであろう。

また、日本のドラッグストア業界でシェアナンバー１の「マツモトキヨシ」は、すでに２００２年４月にポイントカードを導入しており、順調に良い効果を見せている。

そのようにポイントカードの導入に成功している企業がある一方で、ポイントカードを導入したものの、当初期待したような良い効果がみられず、ポイントカードを廃止していく企業も多く存在する。

例えば、「すかいらーく」や「ジョナサン」、ファーストリテイリングが運営する「ユニクロ」などである。これらの企業はポイントカードを導入したものの、発行による費用対効果が見えにくく、経営上ポイントカードを廃止する方向を選んだ。

このようにポイントカード導入が、良い効果を生んだ企業もあれば生まず廃止せざるを得なくなった企業もある。

そこには私たち消費者の行動が深く関係しており、ポイントカードに対する消費者の購買行動には何らかの共通要因があるはずである。それは何なのだろうか？

本論文は、ポイントカードの利用実態をはじめとしたポイントカードをとりまく消費者の購買行動の実態を明らかにすることによって、ポイントカードと消費者の購買行動の関係を明らかにしていく。またそれがポイントカード導入を考える企業にとって、ひとつの参考になることを目的とするものである。
２　定義

ポイントカードとは、「商品の購入金額に応じてポイントが加算され、一定の条件を満たせば割引や金券のようなかたちでポイントを利用することができるカード」である。

近年、様々な機能を持ったポイントカードが見られる。例えばポイントカードにクレジット機能や会員証としての機能を併せ持ったものなどである。しかし、本論文は、ポイントカードの本来の機能であるポイント制そのものと、消費者行動の関係に焦点をあてるものであるため、以下の機能を併せ持つポイントカードは研究の対象に含まないものとする。

1 会員割引やクレジット機能つきのポイントカード。

2 そのお店で扱っていない商品や、景品と交換になるポイントカード。

３　企業がポイントカードを導入する背景

私たち消費者にとって身近なものであるポイントカード。その原型は、古くから商店街などで採用されてきたスタンプカードである。これを進化させ磁気カード化したものが、近年多く見受けられるようになった電子ポイントカードである。

なぜ企業は、ポイントカードを導入するのであろうか。おそらく企業がポイントカードを導入する理由としては、次のようなメリットがあるからと考えられる。つまり導入する企業は次のようなメリットを期待し導入をしている。

1 来店や購買頻度・量・リピーターの増加、顧客の固定化という一次的効果。

2 顧客の管理・把握による販売促進の効率化を高める二次的効果。

一次的効果は消費者の行動の変化、つまり私たち消費者の購買行動に変化を生じさせることによってもたらされる。言い換えれば消費者としては、ポイントカードによって自身の購買行動に変化が生じたと言える。

4　変化するポイントカードと変化しないポイントカード

冒頭で挙げた「マツモトキヨシ」のようにポイントカード導入が成功している企業は、①の一次的効果を着実に得られている。つまり消費者の購買行動を変化させることができた。しかしながら、廃止をした「すかいらーく」などはそのような一次的効果がほとんどなかった。つまり消費者の購買行動を変化させることができなかった。

このように、ポイントカードの導入によって消費者の購買行動が「変化するポイントカード」と「変化しないポイントカード」が存在する。それはどうしてなのだろうか。何らかの共通する消費者行動の要因があるのではないだろうか。

５　ポイントカード導入により消費者の購買行動を変化させる４つの要因　
そこで消費者の購買行動が「変化するポイントカード」と「変化しないポイントカード」のそれぞれ共通の要因を探るべく、まず、はじめに「ポイントカードによって一次的効果のように購買行動が変化しやすいタイプの消費者」と「ポイントカードによって一次的効果のように購買行動が変化しにくいタイプの消費者」へ徹底的にインタビュー行った結果、次の４つの要因がポイントカードと消費者の購買行動の変化には深く絡んでくるのではないだろうかと考えた。

①バラエティー欲求度･･･ ひとつのお店に行きつづけると「飽きる」度合い。たとえば、同じお店に食べに行き続けると飽きてしまうなど、飽きる可能性の度合い。

②競合の度合い･･･競合他社が多いか少ないか。

③価格･･･平均客単価。

④購買金額に対しての感じ方･･･ 消費者が一回あたりの購買金額をどう感じるか。同じお店で同じ購買金額でも、感じ方が異なること。

これらの要因は、全体として次のような構図となるのではないかと考えてみた。


　　　　　高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×

　　　　　　　　　　　　　低　                                 ×
　　　　　低　　　　　　　　　　　　　　　高　　　　　　　　　　○
　　　　　　　　　　　　　高　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　低　　　　　　　高　　　　○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　低　　　　×
　この○や×とは、○がポイントカードの導入によって消費者の購買行動を変えられる可能性が高いことを示し、×はポイントカードの導入によって消費者の購買行動を変えられる可能性が低いことを示している。
　
６　仮説

仮説に入っていく前に、先ほどポイントカードの効果を、一次的効果と二次的効果に分けたが、その中の一次的効果である販売促進、つまり「来店頻度の増加」「購買金額の増加」「購買する量の増加」のような消費者の購買行動の変化を指して「消費者の購買行動を変えられる」とする。
このような消費者の購買行動に変化が起きた場合、「消費者の購買行動を変えられる可能性が高い」といい、逆に消費者の購買行動に変化が起きなかった場合、「消費者の購買行動を変えられる可能性が低い」という。それでは仮説を一つずつ説明していく。

まず、仮説１として、バラエティー欲求度が高ければ、ポイントカードを導入しても消費者の購買行動を変えられる可能性が低いのでは、という仮説を立てた。
　次に仮説２として、バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが低ければポイントカードを導入しても消費者の購買行動を変えられる可能性が低いのでは、という仮説を立てた。
　そして仮説３として、バラエティー欲求度が高く、競合の度合いが高く、価格が高いとポイントカードを導入すると消費者の購買行動を変えられる可能性が高いのでは、という仮説を立てた。
　最後に仮説４として、バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が低く、購買金額に対しての感じ方が高いとポイントカードを導入すると消費者の購買行動を変えられる可能性が高いのでは、という仮説を立てた。
　以上の四つの仮説を調査するために同年代を中心にアンケートを実施した。それでは検証の結果の方に移りたいと思う。

まず、「バラエティー欲求度が高ければ、行動を変えられる可能性が低い」という仮説１を検証した。

この仮説の検証方法はアンケート項目の質問７と質問１０・１１・１２の回答をもとに、「バラエティー欲求度」と来店頻度」「購買個数」「他店へ行く回数」の関係をそれぞれ回帰分析で検証した。その結果（以下の表のように）それぞれ有意確率が５％未満で支持された。
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つまり、「バラエティー欲求度が高ければ、行動を変えられる可能性が低い」ということが支持された。

つぎに、仮説２「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが低ければ、行動を変えられる可能性が低い」という仮説２を検証した。

この仮説の検証方法はアンケート項目の質問１５と質問１０・１１・１２の回答をもとに、「競合の度合い」と「来店頻度」「購買個数」「他店へ行く回数」の関係をそれぞれ回帰分析で検証した。その結果（以下の表のように）それぞれ有意確率が１％未満で支持された。
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つまり、「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが低ければ、行動を変えられる可能性が低い」ということが支持された。

つぎに、「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が高ければ、行動を変えられる可能性が高い」という仮説３を検証した。

この仮説の検証方法はアンケート項目の質問５と質問１１の回答をもとに、「購買個数」と「価格」の関係をT検定で検証した。その結果（以下の表のように）有意確率が５％未満で支持された。
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つまり「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が高ければ、行動を変えられる可能性が高い」ということが支持された。

つぎに、消費者の購買行動を変える要因のひとつである「価格」を、高いと低いに分けるボーダーラインがいくらなのかを調べた。

まず、価格のボーダーラインを導き出すために、質問１０・１１・１２と質問５の回答をもとに、「来店頻度」「購買個数」「他店へ行く回数」（つまり購買行動の変化）と「価格」の関係をT検定で検証した。

その結果、２０００円という金額を境に消費者の購買行動の変化に違いが出てきた。

つまり、価格の高い、低いを分けるボーターラインは、２０００円であり、価格が２０００円未満だと消費者の購買行動を変えられる可能性は低く、２０００円以上だと消費者の購買行動を変えられる可能性が高いということが分かった。

最後に、「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が低く、一回あたりの金額が高ければ、行動を変えられる可能性が高い」という仮説４を検証した。

この仮説の検証方法はアンケート項目の質問６と質問１１の回答をもとに、「購買金額に対する感じ方」と「購買個数」の関係を回帰分析で検証した。その結果（以下の表のように）有意確率１％未満で支持された。
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つまり「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が低く、一回あたりの金額が高ければ、行動を変えられる可能性が高い」ということが支持された。
すべての仮説を検証した結果、

仮説１　バラエティー欲求度が高ければ、行動を変えられる可能性が低い
仮説２　バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが低ければ行動を変えられる可能性が低い
仮説３　バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が高ければ、行動を変えられる可能性が高い　

仮説４　バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が低く、一回あたりの金     高ければ、行動を変えられる可能性が高い

以上全ての仮説が支持された。

７　仮説　～業界への応用～

では、これらの仮説をもとに、実際にどのような業界がポイントカードを導入すると効果的なのか、またどのような業界だとポイントカードを導入しても効果的ではないのかということを検証した。

先ほどポイントカードの効果を、一次的効果と二次的効果に分けたが、ここで私たちが定義する「効果的である」とは、その中の一次的効果である販売促進、つまり「来店頻度の増加」「購買金額の増加」「購買する量の増加」のことであり、このようなプラスの意味のことを指して「効果的である」といい、そのような効果が得られない場合を指して「効果的ではない」という。

また、これらを「消費者の購買行動の変化」に置き換えると、「効果的である」ということは、すなわち「消費者の購買行動を変えられる可能性が高い」ことを指し、「効果的ではない」ということはすなわち「消費者の購買行動を変えられる可能性が低い」ことを指す。
尚、アンケートを実施する前に、現在ポイントカードが実施されている主な業界が、前述の４つの仮説のどこにそれぞれ該当するのか考えており、それらを踏まえたうえで、アンケートを実施したということである。

そして、そのアンケート結果と４つの仮説をもとに、ポイントカードを実施して効果的である業界とポイントカードを実施してもそれほど効果的ではない業界をＳＰＳＳで検証していった。

ではその検証に入っていく。

以下に載っているのが、アンケートの回答で実際に挙げられた主な業界の一覧である。

　　　　

アンケートで挙げられた主な業界

外食　　　　　　　　　　　スーパー

古本　　　　　　　　　　　CD　

アパレル　　　　　　　　　百貨店　　　　　

化粧品　　　　　　　　　　靴
家電　　　　　　　　　　　ドラックストア

スポーツ店　　　　　　　

まず、仮説１にあてはまるような業界を導き出すために、消費者の購買行動を変化させる要因の一つである「バラエティー欲求度」に関するアンケートの質問７の回答をもとに、アンケートで挙げられた業界ごとに「バラエティー欲求度」の平均値を割り出し、それらをランキングした。

つまり、「ひとつのお店に行き続けると飽きる度合い」が高い業界順にランキングされたわけである。

結果、最もバラエティー欲求度が高かったのが、外食業界であった。

そこで、「バラエティー欲求度が高ければ、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動を変えられる可能性は低い」という仮説１に基づき、「外食業界においては、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動を変えられる可能性は低い」のかどうかを検証していった。

「外食業界」と「消費者の購買行動の変化」という二つの関係性を、T検定で分析をかけたところ、（以下の表のように）有意確率１％未満で支持された。
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これはつまり「外食業界においては、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動を変えられる可能性は低い」ということが証明されたことになる。

つぎに、仮説２にあてはまるような業界を導き出すために、消費者の購買行動を変化させる要因の一つである「競合の度合い」に関するアンケート項目の質問15の回答をもとに、アンケートで挙げられた業界ごとに「競合の度合い」の平均値を割り出し、それらをランキングした。

つまり、「競合他社が多いか少ないかという度合い」が低い業界順にランキングした。

結果、化粧品業界・アパレル業界・古本屋というこの三つの業界が、競合の度合いが低いとされた。

そこで、「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが低ければ、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動を変えられる可能性は低い」という仮説２に基づき、「化粧品業界・アパレル業界・古本屋においては、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動が変えられる可能性は低い」のかどうかを検証した。

「化粧品業界・アパレル業界・古本屋」と「消費者の購買行動の変化」という二つの関係性を、T検定で分析をかけたところ、（以下の表のように）有意確率１％未満で支持された。
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これはつまり「化粧品業界・アパレル業界・古本屋においては、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動を変えられる可能性は低い」ということが支持されたことになる。

つぎに、仮説３にあてはまるような業界を導き出すために、消費者の購買行動を変化させる要因の一つである「価格」に関するアンケートの質問５の回答をもとに、アンケートで挙げられた業界ごとに「価格」の平均値を割り出した結果、仮説３にもあるとおり、　　「価格」のボーダーラインが2000円であり、価格の高い（客単価２０００円以上）業界は、「家電・スポーツ店・スーパー・ＣＤ・百貨店・靴屋」であった。

そこで、「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が高ければ、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動を変えられる可能性は低い」という仮説3に基づき、「業界においては、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動が変えられる可能性は低い」のかどうかを検証していった。

まず、「家電・スポーツ店・スーパー・ＣＤ・百貨店・靴屋」と「消費者の購買行動の変化」という二つの関係性を、T検定で分析をかけたところ、（以下の表のように）有意確率１％未満で支持された。
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これはつまり、家電業界・スーパー業界・スポーツ用品店・CD量販店・百貨店・靴業界においては、ポイントカードを導入することによって、消費者の購買行動を変えられる可能性は高いということが支持されたことになる。

最後に、仮説４にあてはまるような業界を導き出すために、消費者の購買行動を変化させる要因の一つである「購買金額に対しての感じ方」に関するアンケート項目の質問6の回答をもとに、「購買金額に対して高く感じている」業界を検証した結果、それはドラッグストア業界であった。

そこで、「バラエティー欲求度が低く、競合の度合いが高く、価格が低く、購買金額に対して高いと感じていれば、ポイントカードを導入すると、消費者の購買行動を変えられる可能性は高い」という仮説4に基づき、「ドラッグストア業界においては、ポイントカードを導入すると、消費者の購買行動が変えられる可能性は高い」のかどうかを検証した。

まず、「購買金額に対しての感じ方」と「消費者の購買行動の変化」という二つの関係性を、回帰分析にかけたところ、（以下の表のように）有意確率５％未満で支持された。
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これはつまり、ドラッグストア業界においては、ポイントカードを導入することによって、消費者の購買行動が変えられる可能性は高いということが証明されたことになる。

結果、アンケートで挙げられた業界すべてが、４つの仮説にあてはまったことになる。
８　マーケティング戦略への活用
マーケティング戦略への活用・応用として、「アパレル業界」「化粧品業界」「古本業界」は、先ほどの仮説2の検証により、ポイントカードを導入しても、消費者の購買行動が変えられる可能性は低いことが支持されました。しかし、場合によっては消費者の購買行動を変えられる可能性がある。そのケースとは、以下である。

活用1（競合の高い場所と競合の出現）

これらの競合が低いとされる業界においても、地域によっては競合が高い場所がある。

このような場合ポイントカードを導入することによって、消費者の購買行動を変えられる可能性があると考えられる。

また、これらの業界は、現時点では競合の度合いが低くても、今後、競合他社の出現や、業界自体の競争の激化が起こることにより、競合の度合いが高くなれば、消費者の購買行動を変えられるのではないかと考えられる。

活用2（価格の低い業界）

先ほどの仮説3の検証により2000円という金額が「価格」が高い・低いを分けるボーダーラインとなった。そこで、消費者にそのお店で2000円以上買ってもらうことで「価格」は高くなり、ポイントカード導入によって消費者の購買行動は変えられるのではないかと考えられる。また、消費者にそのお店で2000円以上買ってもらう具体的な方法として、価格の高い製品の品揃え・まとめ買いを誘う問いのが重要になってくるのではないかと考えられる。

活用3（購買金額を低いと感じる業界）

購買金額を低いと感じている業界については、まとめ買い・ついで買いを誘うなどして購買金額を高いと感じさせることが重要になってくるのではないか。

９　まとめ
今回行った検証の結果、ポイントカードの導入によって、消費者の購買行動を「変えられるポイントカード」と「変えられないポイントカード」を見つけ出すことができた。

また、ポイントカードと消費者の購買行動の変化に関する重要な要因も見つけ出すことができた。

本論文は、ポイントカードの導入を考える企業にとって、参考のひとつになるのではないだろうか。
１０　資料
アンケート項目（５になればなるほど、プラスの要因が強くなる　５段階尺度）
質問１　あなたが普段持ち歩いているポイントカードは何枚ですか？
質問２　持ち歩いているポイントカードの中で、 実際に使っているのは何枚ですか？
質問 ３　現在持っているポイントカードの中で、以下の項目のどれかにあてはまるポイントカードを

一枚選び、そのポイントカードのお店の名前を書いて下さい。

    ポイントカードを持ってから、１．店へ行く回数が増えた　
　　　　　　　　　　２．そのお店で買う個数や買う量が増えた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．他のお店へ行く回数が減った

＊　どれにもあてはまらないカードがあれば、そのカードのお店の名前をお書き下さい。

　　そこでよく買うものはなんですか？　　 　 
質問３でお答え頂いたポイントカードについてお伺いします。
質問４　そのお店で一回につき平均何点のものを買っていますか？　　　　　

質問５　そのお店で一回平均いくら使っていますか？　　
質問６　質問５で答えた金額について、その店では多く使っているほうだと思いますか？
質問７　もしそのお店へ行き続けると、「飽きる」と思いますか？

質問８　　そのお店の品揃えをどう思いますか？

質問９　その店だけではなく、いろいろなお店を利用したいと思いますか
質問１０　そのポイントカードを持ってから、そのお店に行く回数は増えたと思いますか？

質問１１　そのポイントカードを持ってから、そのお店で買う個数や買う量が増えたと

思いますか？

質問１２　そのポイントカードを持ってから、他のお店へ行く回数は減ったと思いますか？

質問１３　そのポイントカードを持ってから、そのお店に対する印象は変わりましたか？
質問１４　そのポイントカードはポイントが貯まりやすいと感じていますか？
質問１５　そのお店で買うよく商品は他店でもよく売っているものでしたか？

※　他店には、同一チェーンのお店のことは含まない。
質問１６　そのお店以外にも、候補となるお店はどの程度ありますか？

質問１７　　そのお店と似たお店はたくさんあると思いますか？

質問１８　そのお店は、他店に比べて利用しやすいお店だと思いますか？
質問１９　ポイントカードを持つ前から、他店に比べてそのお店に良い印象を

持っていましたか？

質問２０　ポイントカードを持つ前から、そのお店は好きでしたか？
質問２１　ポイントカードを持つ前から、そのお店にはあなたにとって他のお店にはないなにかがあると思っていましたか？
２

以下の質問は、あまり深く考えず直感でお答え下さい。
質問２２　あなたは買い物を一度で済ませたいほうですか？

質問２３　あなたはお金を「コツコツ貯めるﾀｲﾌﾟ」と「ある程度まとまった金額で貯めるﾀｲﾌﾟ」のどちらですか？

質問24　あなたは少額の買い物でも買い物に対する労力を惜しまないほうですか？

最後にあなた自身のことについてお伺いします。

質問２５　あなたの性別は？　　　　　１　　男　　　２　　女　　　　　　　　　　　　　　
質問２６　あなたの年齢は？　　　　　　　（　　）歳　　　　　　　　　　　　　
質問２７　あなたの職業は？
　　１学生　　２主婦　　３会社員　　４自営業　　５フリーター　　６その他（　　　　）
質問２８　あなたは一人暮らしですか？それとも実家暮らしですか？
　　　　　　　　　　１一人暮らし　　・　　　２実家
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